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研究成果の概要（和文）：小学生516名，小学生716名を対象に質問紙調査を行った。その結果，友人に対する被援助志
向性が，被侵害尺度（河村，1999）に負の影響を与えていた。小学校教師397名，中学校教師200名を対象に，教師の被
援助志向性について調査した。その結果，子どもに対する関わりにくさは，チーム連携に影響を与えていなく，協働的
職場雰囲気がチーム連携に影響を与えていた。子どものいじめ被害を防ぐためには，友人に対する被援助志向性を高め
ること，教師のチーム連携を促進するためには，職場の協働的雰囲気が鍵であることが示された。この結果を受けて，
A市教育委員会と連携し，小学校，教育委員会において，学校現場への介入を行った。

研究成果の概要（英文）：Firstly, two researches were conducted. 516 elementary school children 
participated in the first survey. 716 elementary school children participated in the second survey. The 
results showed that help seeking preferences towards friends had a negative effect on victimization 
scale. Secondly, in order to clarify how teachers seek help for their colleague(s), a questionnaire 
research was conducted, in which 397 elementary school teachers and 200 junior high school teachers 
participated. . In this research, we hypothesized that teachers who experience difficulties dealing with 
their students may seek help for their colleague and try to help their students as a team. But results 
showed that the degree of difficulties of guiding students was not related to teaming. And cooperative 
school climate was related to teacher teaming scale. Applying these results, an intervention program has 
been made and applied to elementary schools.

研究分野： 学校心理学
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１．研究開始当初の背景 
 我が国の学校においては，いじめ，不登校
などの教育課題が山積し，学校現場はその対
応に苦慮している。しかし，子どもは教師や
スクールカウンセラーにそれほど援助を求
めない（水野，2014）。また教師自身も子ど
もの指導や援助について他の教師に相談す
ることが難しい(田村・石隈，2001)。そこで
本研究は，主に小学校をフィールドとして，
子どもと「教師の他者に助けを求める意識や
態度」に焦点をあて，子どもの援助について
のコンサルテーションプログラムを開発す
ることを目的とした。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，児童，教師の被援助志向

性に焦点をあてた学校コンサルテーション
プログラムの開発であった。 
 
３．研究の方法 
1)子どもの被援助志向性に関する調査 
 まず，子どもが援助に対してどのような態
度・意識を持っているのか，それが，いじめ
被害の認知にどのように影響しているのか
を明らかにするために二つの質問紙調査を
行った。 
まず，平成 24（2012）年～25（2013）年に

かけて，友人に対する被援助志向性がいじめ
被害をどのように抑制するか明らかにする
ことを目的に調査を行った。使用した尺度
「よりよい学校生活と友だちづくりのため
のアンケート（Hyper Q-U）」（図書文化社，
河村，1999）の，ソーシャルスキル尺度，ス
クールモラール尺度，被侵害尺度であった。
Hyper Q-U は現在，多くの学校現場で使用さ
れている。今回の調査で「友人に対する被援
助志向性尺度」を作成した。研究協力者は関
西地区の複数の小学校の児童516名であった。
共分散構造分析による分析の結果，いじめの
被害感の認知（被侵害尺度）には，スクール
モラール，ソーシャルスキルより，友人に対
する被援助志向性尺度の影響が大きく，友人
に対しての被援助志向性を高めることがい
じめの予防に繋がることが示唆された。 
 しかしこの調査では，教師に対する被援助
志向性について測定していない。そこで，平
成 27（2015）年に，友人の被援助志向性及び
教師の被援助志向性がいじめの被害感をど
のように抑制するかを明らかにするために，
関西・中部地区の児童 716 名を対象に質問紙
調査を行った。使用尺度は，「よりよい学校
生活と友だちづくりのためのアンケート」
（図書文化社，河村，1999）の，ソーシャル
スキル尺度，スクールモラール尺度，被侵害
尺度と友人，教師に対する被援助志向性尺度
であった。共分散構造分析による分析の結果，
教師の被援助志向性は被侵害尺度には影響
を及ぼさず，友人に対する被援助志向性が被
侵害尺度に影響（男子：-.31/女子：-.27, 
p<.01）を与えていることが明らかになった。

しかし，共分散構造分析の適合度が低く，今
後のさらなる分析が必要である。 

 
 図１ 教師と友人に対する被援助志向性 

 

2)小学校教諭の被援助志向性に関する調査 
 次に教師の被援助志向性についての調査
を行った。この調査は，教師の被援助志向性
がチーム援助にどのような影響を及ぼして
いるのかについて明らかにすることが目的
であった。尺度は，職場風土認知尺度（淵上，
2006），教師用バーンアウト尺度（田村・石
隈，2001），生徒の関わりにくさ尺度（谷口，
2007），チーム連携については，「援助ニーズ
の高い子どもは，教師同士のチームで子ども
を支えている」などの 4 項目で測定した。調
査にあたり，Ａ市教育委員会と研究連携のた
めの協定を結び，Ａ市の小学校に勤務する
397 名（男性 113 名，女性 284）名の小学校
教諭からデータを得た。なお，管理職，養護
教諭は調査対象から外している（図２参照）。 

 

 

図２小学校教諭の被援助志向性 

 
その結果，＜チーム連携＞には，＜協働的

職場雰囲気＞からのパスが有意（男子：.33/
女子：.35**， p<.01）であった。教師の被
援助志向性は，＜援助に対する懸念・抵抗感
＞から＜協働的職場雰囲気＞には負の影響
（男子：-.27/女子：-.39，p<.01）であったが，
女性では，＜援助の肯定的側面＞が高い人は
＜協働的雰囲気＞を低く見積もる傾向があ



るなど（-.21，p<.01）,援助の抵抗感を低め
る関わりが有効である可能性が示唆された。 
また，小学校教師の「子どもに対する関わ

りにくさ尺度」の＜指導困難＞，＜理解困難
＞は，「チーム連携」に影響を及ぼしていな
いばかりか，子どもの理解が困難な男性教諭
は，チーム連携しないという結果となった。
しかし，その影響力は-.20 と非常に小さかっ
た。このことから教師は子ども指導や理解の
困り感を一人で抱え，チーム連携につなげら
れない可能性があることが明らかになった。 
以上の結果がから教師の被援助志向性と

ともに職場雰囲気を協働的なものにするこ
とが求められていることが明らかになった。 

 

3)中学校教諭を対象とした調査 

 小学校教諭を対象とした傾向が中学校に
当てはまるかどうかを明らかにするために
Ａ市の中学校の担任教諭200名を対象に調査
を行った（図３参照）。共分散構造分析の結
果，小学校の結果と同様に，教師の被援助志
向性の＜援助に対する懸念・抵抗感＞は＜協
働的職場雰囲気＞に負の影響（男子：-.28，
p<.0１/女子：-.21， p<.05），更に，＜協働
的職場雰囲気＞は＜チーム連携＞には正の
影響（男子：48**/女子：.55**，p<.0１）を
示していた。 
また，中学校教師の「子どもに対する関わ

りにくさ尺度」の＜指導困難＞，＜理解困難
＞は，「チーム連携」の影響も小学校と同じ
ような傾向が確認された。具体的には，男性
教諭において，子どもの指導が困難と認知す
る教諭は，チーム連携しないという結果とな
った。しかし，その影響力は-.19 と非常に小
さかった。 

 

図３ 中学校教諭の被援助志向性 

 
4)Ａ市での実践 
 このような結果を受けて，子どもの被援助
志向性を高めること，学校での協働的職場雰
囲気を醸成することが重要であることが明
らかになった。特に，小学校においては，学
級雰囲気を高め，子どもが自由に援助要請で
きることが重要であることが確認された。 
 平成 26（2014）年，平成 27（2015）年に
Ａ市教育委員会において，学校現場での研修

会を合計 4 回行った。平成 26 年度は，管理
職や生徒指導主事を対象に研修を行った。そ
して，平成 27 年度は学級においていじめ事
象が多発する二つのクラスについてコンサ
ルテーションを行った。こうした実践を数量
化することは，倫理的な課題をはらむ。また，
いじめが多発する学級については，研究対象
とすることが，多くの問題をもたらす可能性
があるために，こうした研修は，実践として
展開するにとどめた。幸い，Ａ市との研究と
実践の連携は，今後も継続することから，今
後はこうした実践を記録を検討したい。 
 また以上の研究成果を踏まえ被援助志向
性，援助要請研究の世界的権威デボラ・リク
ウッド キャンベラ大学教授のもとでセミ
ナーを開催し，研究成果にコメントを求める
とともに，豪州における子どもの被援助志向
性を考慮した援助してシステム（相談機関，
ヘッドスペース）について知見を得た。 
 
４．研究成果 
 本研究では児童対象の二つの調査，教師の
対象の二つの調査をもとに2年にわたりＡ市
教育委員会での実践を行った。その結果，児
童の教師に対する被援助志向性ではなく，児
童に対する被援助志向性がいじめの被害感
を低減する可能性があること，教師は児童の
理解や指導の困難では連携には結びつかず，
職場の協働的雰囲気を高めることが必要な
こと，援助に対する抵抗感を低めることも大
事であることが明らかになった。そして，学
校経営，学級経営の二つの視点から学校現場
に介入することで，学校現場の連携を促進し
子どものいじめ被害を低減できる可能性が
あることが示唆された。 
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